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決算取締役会開催日　　平成 18年 4月 28日 中間配当制度の有無　　無
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１. 18年  3月期の業績 (平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)

(1)経営成績 (注)金額は｢百万円未満切捨て｣による

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 473,351 7.0 6,822 31.7 10,329 21.5
17年 3月期 442,304 2.0 5,181 22.9 8,502 10.9

  １株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　 銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 7,747 29.0 　　 60　10 　　 59　94 5.6 3.7 2.2
17年 3月期 6,007 11.8 　　 46　67 　　 46　57 4.9 3.3 1.9

(注)①期中平均株式数 18年  3月期    127,741,220 株　　　17年  3月期    127,312,351 株 
    ②会計処理の方法の変更　　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　 銭 円　 銭 円　 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 　　15　 00     -    -  　 15　 00 1,920 25.0 1.3
17年 3月期 　　10　 00     -    -  　 10　 00 1,274 21.4 1.0

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　   銭

18年 3月期      1,162 72
17年 3月期        990 78

(注)①期末発行済株式数　18年  3月期 　    128,019,316 株　     17年  3月期 　    127,403,838 株

    ②期末自己株式数    18年  3月期        10,388,969 株　     17年  3月期        11,004,447 株

２. 19年  3月期の業績予想 (平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭 円　 銭

中間期 244,000  7,200 4,900 　 　7　 50
通　期 488,000 12,500 8,100 　 　7　 50 　 15　 00

 (参考) １株当たり予想当期純利益 (通期)    63 円  27 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後
　様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
  なお、上記業績予想に関する事項は添付資料 7～8 ページをご参照下さい。

１株当たり株主資本

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金

48.8

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

１株当たり年間配当金

配当性向

売上高 経常利益 当期純利益

259,654 126,294 48.6
305,347 148,920



第91期 第90期

自  平成17年4月 1日 自  平成16年4月 1日 前　　年　　比

科　　    目 至  平成18年3月31日 至  平成17年3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減率

　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円 ％

Ⅰ 473,351 100.0 442,304 100.0 31,047 7.0 

Ⅱ 442,617 93.5 413,565 93.5 29,051 7.0 

30,734 6.5 28,739 6.5 1,995 6.9 

Ⅲ 23,912 5.1 23,557 5.3 354 1.5 

6,822 1.4 5,181 1.2 1,640 31.7 

Ⅳ 5,689 1.2 4,447 1.0 1,241 27.9 

1. 受取利息 324 340 △ 16

2. 受取配当金 3,298 2,003 1,294

3. 収入賃貸料 884 949 △ 65

4. その他 1,182 1,153 28

Ⅴ 2,182 0.4 1,127 0.3 1,055 93.7 

1. 支払利息 273 226 47

2. その他 1,909 900 1,008

10,329 2.2 8,502 1.9 1,827 21.5 

Ⅵ 1,166 0.3 1,538 0.3 △ 371 △ 24.1 

1. 固定資産売却益 5 7 △ 2

2.
投資有価証券・
関係会社株式売却益

1,161 1,530 △ 368

Ⅶ 282 0.1 598 0.1 △ 316 △ 52.8 

1.
投資有価証券・関係会社株式
・関係会社出資金評価損

92 440 △ 347

2. 特別退職金 98 124 △ 26

3. その他 91 32 58

11,214 2.4 9,442 2.1 1,771 18.8 

3,074 0.7 2,702 0.6 372 13.8 

392 0.1 733 0.1 △ 341 △ 46.5 

7,747 1.6 6,007 1.4 1,740 29.0 

4,364 3,685 678

12,112 9,692 2,419

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税､住民税及び事業税

特別利益

損　益　計　算　書

増 減 額

当期未処分利益

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費
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金　額 金　額 増減額 金　額 金　額 増減額

　百万円 　百万円 　百万円 　百万円 　百万円 　百万円

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

Ⅰ 193,891 177,836 16,055 Ⅰ 127,657 117,283 10,373

1. 15,549 12,216 3,333 1. 3,791 3,339 452

2. 16,434 15,777 657 2. 94,362 89,857 4,504

3. 138,365 126,231 12,133 3. 1,417 2,182 △ 765

4. 13,485 13,255 230 4. 5,000 － 5,000

5. 645 746 △ 101 5. 2,098 1,525 573

6. 2,190 1,721 469 6. 2,865 2,697 167

7. 4,818 5,898 △ 1,079 7. 1,406 1,806 △ 399

8. 3,380 3,397 △ 16 8. 468 675 △ 206

△ 979 △ 1,407 428 9. 15,505 14,324 1,181

10. 33 60 △ 26

11. 706 814 △ 107

Ⅱ 111,456 81,818 29,637 Ⅱ 28,769 16,077 12,692

1. 9,747 9,746 1 1. 5,300 2,800 2,500

(1) 建物 3,696 3,690 5 2. － 141 △ 141

(2) 構築物 166 139 26 3. 20,208 8,480 11,727

(3) 機械装置 213 135 77 4. 2,597 3,995 △ 1,397

(4) 車両運搬具 7 0 7 5. 662 658 3

(5) 工具器具備品 849 827 21 156,426 133,360 23,066

(6) 土地 4,814 4,922 △ 108

(7) 建設仮勘定 － 30 △ 30 ＜ 資 本 の 部 ＞

2. 940 27 912 Ⅰ 9,699 9,699 － 

(1) ソフトウェア 249 － 249 Ⅱ 9,725 9,648 76

(2) ソフトウェア仮勘定 663 － 663 1. 資本準備金 9,634 9,634 － 

(3) 電話加入権 26 26 － 2. その他資本剰余金 90 13 76

(4) 諸利用権 0 1 △ 0 Ⅲ 利益剰余金 98,992 92,583 6,408

3. 100,768 72,044 28,723 1. 利益準備金 2,424 2,424 － 

(1) 投資有価証券 81,786 54,518 27,267 2. 任意積立金 84,455 80,465 3,989

(2) 関係会社株式 15,896 15,116 779 (1) 特別償却準備金 53 63 △ 9

(3) 関係会社出資金 2,031 697 1,334 (2) 圧縮記帳積立金 891 737 153

(4) 関係会社長期貸付金 － 509 △ 509 (3) 圧縮特別勘定積立金 － 154 △ 154

(5) その他 1,461 1,431 30 (4) 別途積立金 83,510 79,510 4,000

貸倒引当金 △ 407 △ 228 △ 179 3. 当期未処分利益 12,112 9,692 2,419

Ⅳ その他有価証券評価差額金 36,098 20,259 15,839

Ⅴ △ 5,594 △ 5,897 302

148,920 126,294 22,626

305,347 259,654 45,692 305,347 259,654 45,692

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

繰延税金負債

無形固定資産

繰延税金資産

その他

その他

長期借入金

固定負債

有形固定資産

固定資産

前受金

短期貸付金

負債及び資本合計資産合計

負債合計

投資その他の資産

資本金

商品

支払手形

買掛金

コマーシャルペーパー

現金及び預金

売掛金 短期借入金

受取手形

 貸　借　対　照　表

第91期
(18.3.31)

第91期
(18.3.31)

第90期
(17.3.31)

第90期
(17.3.31)科     目科 　　目

前 年 比前 年 比

長期未払金

流動負債

未払法人税等

前渡金

預り金

前受収益

未払金

未払費用

貸倒引当金

流動資産

資本合計

資本剰余金

自己株式
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摘　　　　　要 第91期 第90期 増減額

　百万円 　百万円 　百万円

Ⅰ 12,112 9,692 2,419

Ⅱ

1. 0 0 △ 0

2. － 154 △ 154

3. 20 18 2

12,133 9,866 2,266

Ⅲ

1. 1,920 1,274 646

2. 70 65 5

3.

圧縮記帳積立金 － 154 △ 154

特別償却準備金 6 8 △ 2

別途積立金 6,000 4,000 2,000

Ⅳ 4,136 4,364 △ 227

１株につき１０円１株につき１５円

次期繰越利益

圧縮記帳積立金取崩額

特別償却準備金取崩額

株主配当金

取締役賞与金

任意積立金

合 計

利益処分額

これを次のとおり処分いたします。

利　益　処　分　案

当期未処分利益

任意積立金取崩額

圧縮特別勘定積立金取崩額
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券
                                　　
　　　　時価のあるもの ……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額
                               　　 は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
                                　　
  　　  時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

      時価法を採用しております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

      総平均法による低価法を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法

     （１）有形固定資産
                                　　
     　定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と
     同一の基準によっております。但し､平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)に
     ついては、定額法を採用しております。

     （２）無形固定資産
                                　　
     　定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に
     よっております。
       ただし、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

５．引当金の計上基準

     （１）貸倒引当金
                                　　
     　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による繰入率により､貸倒懸念
     債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

     （２）退職給付引当金
                                　　
    　 従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
     計上しております。
　　　 過去勤務債務は、その発生時の事業年度に全額費用処理しております。
　　　 数理計算上の差異は、その発生時の翌事業年度に全額費用処理しております。

     （３）役員退職慰労引当金
                                　　
     　役員の退職慰労金に充てるために引当したものであり､内規に基づき算出される額の全額を引当計上
     しております。

重　要　な　会　計　方　針
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６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

   　ａ．為替予約
     　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務に
   　 　 ついては振当処理を行っております。
                                　　
　　 ｂ．金利スワップ
　　 　　  特例処理の要件を満たしており、特例処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
                                　　
     ａ．ヘッジ手段 ……… 為替予約
     　　ヘッジ対象 ……… 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
                                　　
     ｂ．ヘッジ手段 ……… 金利スワップ
     　　ヘッジ対象 ……… 借入金利息

（３）ヘッジ方針
                                　　
     ａ．　輸出入取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建の主として売掛金・買掛金に
　　　　 ついて為替予約を行っております。
　　　　 　なお、その実行と管理は内部管理規程に基づいており、為替予約は実需(外貨建売掛金・
　　　　 買掛金及び成約高)の範囲内で行っております。

　　 ｂ．　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。
     　　　なお、その実行と管理は内部管理規程に基づいており、金利スワップのヘッジ対象の識別
　　　 　は個別契約毎に行っております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
                                　　
     ａ．　為替予約については、その締結時に実需への振当を行っているため、その対応関係の判定
     　　をもって有効性の判定に代えております（決算日における有効性の評価を省略しております）。

　　 ｂ．　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、決算日における有効性の
　　 　　評価を省略しております。　　

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理
                                　　
 　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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１．貸借対照表に関する事項
（１） 有形固定資産減価償却累計額 12,823 百万円 12,934 百万円

（２） 3,600 百万円 2,532 百万円

（３） 関係会社に対する資産及び負債

受取手形及び売掛金 35,160 百万円 31,687 百万円

短期貸付金 4,771 百万円 5,845 百万円

支払手形及び買掛金 8,181 百万円 7,448 百万円

預り金 15,292 百万円 14,156 百万円

（４） 18,836 百万円 17,410 百万円

（５） 577 百万円 433 百万円

（６）

商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 36,098 百万円 20,259 百万円

２．損益計算書に関する事項

（１）

売上高 110,200 百万円 110,147 百万円

受取配当金 2,443 百万円 1,247 百万円

収入賃貸料 680 百万円 780 百万円

（２） 501 百万円 499 百万円

３．リース取引に関する事項

有価証券報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

４．有価証券に関する事項

前事業年度、当事業年度とも、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

５．税効果会計に関する事項

（１） 繰延税金資産・繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金 557 百万円 662 百万円

投資有価証券 3,126 投資有価証券 3,222

退職給付引当金 1,391 退職給付引当金 1,981

役員退職慰労引当金 269 役員退職慰労引当金 268

未払費用 605 未払費用 554

その他 1,435 その他 1,098

7,385 7,787

特別償却準備金 27 百万円 36 百万円

圧縮記帳積立金 611 611

その他有価証券評価差額金 24,765 13,899

25,404 14,547

18,018 6,759繰延税金負債の純額

特別償却準備金

繰延税金負債の純額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

圧縮記帳積立金

繰延税金負債合計

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金負債

繰延税金資産

貸倒引当金

繰延税金資産合計

繰延税金資産

保証債務

輸出手形割引高

第 90 期

関係会社との取引高

研究開発費

配当制限

第 91 期

 注　記　事　項

　　　　　第 91 期 　第 90 期

担保に供している資産
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（２） 「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等の負担率」との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％ 法定実効税率 40.7 ％

(調整) (調整)

1.8 1.9

△ 8.1 △ 5.1

住民税均等割等 0.1 住民税均等割等 0.1

税額控除等によるもの △ 4.0 税額控除等によるもの △ 2.5

0.4 1.3

30.9 36.4

その他

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

受取配当金等永久に益金
に算入されない項目

第 91 期

交際費等永久に損金に
算入されない項目

第 90 期

交際費等永久に損金に
算入されない項目

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

受取配当金等永久に益金
に算入されない項目

その他
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長瀬産業株式会社

平成18年3月期　決算概要

≪連結≫ ≪単体≫

【損益の状況】 （単位：百万円） 【損益の状況】 （単位：百万円）

　 増減額 概　要　 概　要　

前年同期比 前年同期比

売上高 648,023 575,636 72,387 【売上高】 売上高 473,351 442,304 31,047 【売上高】

+ 12.6% 化 成 品：単体の増収、新規連結 + 7.0% 　化 成 品：塗料原料、ｳﾚﾀﾝ原料等の自動車関連が増加

化成品 269,263 251,725 17,538 合成樹脂：単体・既存海外子会社の増収 化成品 236,320 226,360 9,960 　合成樹脂：精密機器外装用樹脂、自動車関連樹脂が国内、

合成樹脂 229,278 188,456 40,821 電　　子：単体の増収、新規連結 合成樹脂 127,808 116,033 11,775 　　　　　  海外ともに好調

電子 137,867 122,632 15,234 ﾍﾙｽｹｧ・他：主に単体の影響 電子 103,086 92,508 10,578 　電　　子：液晶表示装置に関連した電子部品、ｱﾙﾐ外装材

ヘルスケァ・他 11,614 12,821 △ 1,206 ヘルスケァ 6,135 7,403 △ 1,267 　　　　　　や中国ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関連が増加

売上総利益 67,640 61,960 5,679 【売上総利益】 売上総利益 30,734 28,739 1,995 　ヘルスケァ：ﾒﾃﾞｨｶﾙｹｧ関連事業の見直しによる影響

（利益率) (10.4%) (10.8%) + 9.2%    化成品、合成樹脂、電子の増収による増加 （利益率) (6.5%) (6.5%) + 6.9%

販売費及び一般管理費 50,043 48,704 1,339 販売費及び一般管理費 23,912 23,557 354 【売上総利益】

販売費 8,906 8,329 576 【販売費及び一般管理費】 販売費 4,770 4,673 97    化成品、合成樹脂、電子の増収による増加

人件費 21,043 20,334 709 ・販売費（+576）：増収に伴う増加 人件費 9,340 9,090 250 

減価償却費 1,343 1,264 79 ・人件費（+709）：人員増加による増加 減価償却費 609 467 142 【販売費及び一般管理費】

その他 18,749 18,775 △ 26 その他 9,191 9,327 △ 136 ･ 人件費（ +250）：人員増加による増加

営業利益 17,596 13,256 4,340 営業利益 6,822 5,181 1,640 ･ その他（△136）：役務委託費の減少

+ 32.7% 【その他営業外損益】 + 31.7%

金融収支 915 892 22 主に単体の影響 金融収支 3,349 2,047 1,302 【金融収支】

受取利息 448 418 29 受取利息 324 340 △ 16 ･ 受取配当金（+1,294）

受取配当金 1,094 944 149 【特別利益】 受取配当金 3,298 2,003 1,294 主に海外関係会社からの受取配当金が増加

支払利息・支払社債利息 628 471 156  　・投資有価証券売却益　1,190 支払利息・支払社債利息 273 297 △ 23 

その他営業外損益 287 1,009 △ 722 　　　　→主に単体の影響 その他営業外損益 157 1,273 △ 1,116 【その他営業外損益】

経常利益 18,798 15,158 3,640  　・固定資産売却益　  　1,091 経常利益 10,329 8,502 1,827 　事業見直しに伴う損失の計上等

+ 24.0% 　　　　→主に国内子会社における土地売却 + 21.5%

特別利益 2,281 3,625 △ 1,344 特別利益 1,166 1,538 △ 371 【特別利益】

特別損失 496 1,225 △ 729 【特別損失】 特別損失 282 598 △ 316 ･ 投資有価証券・関係会社株式売却益　1,161

法人税等 6,728 6,435 292  　・固定資産廃棄損　  　　261 法人税等 3,466 3,435 30 【特別損失】

少数株主利益 962 738 224  　・投資有価証券評価損　　 92 当期純利益 7,747 6,007 1,740 ･ 関係会社株式評価損　92

当期純利益 12,892 10,384 2,508 　　　　→単体の影響 + 29.0%  国内子会社 1社、海外子会社 1社

+ 24.2%

【資産・負債の状況】 （単位：百万円） 【資産・負債の状況】 （単位：百万円）

概　要　 概　要　

流動資産 266,299 234,660 31,639 【流動資産】 流動資産 193,891 177,836 16,055 【流動資産】

固定資産 130,473 100,629 29,843 ・増収に伴う売掛債権の増加 固定資産 111,456 81,818 29,637 増収に伴う売掛債権の増加

有形・無形固定資産 32,325 30,194 2,131 ・子会社におけるたな卸資産の増加 有形・無形固定資産 10,687 9,774 913 【固定資産】

投資その他の資産 98,147 70,435 27,712 【固定資産】 投資その他の資産 100,768 72,044 28,723 ・ 投資有価証券（+27,267）

総資産 396,773 335,290 61,482 ・有形固定資産：主に新規連結の影響 総資産 305,347 259,654 45,692 時価の上昇による含み益の増加等

流動負債 160,247 141,247 18,999 ・投資有価証券（+27,430）：主に単体の影響 流動負債 127,657 117,283 10,373 

* 短期借入金 14,311 10,532 3,778 * 短期借入金 1,417 2,182 △ 765 【流動負債】

* ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 5,000 － 5,000 【流動負債】 * ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 5,000 － 5,000 　・増収に伴う仕入債務の増加等

その他 140,935 130,714 10,221 ・増収に伴う仕入債務の増加 その他 121,239 115,100 6,139 　・ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ発行による運転資金調達

固定負債 34,149 22,105 12,044 ・短期借入金：海外子会社での運転資金調達による増加 固定負債 28,769 16,077 12,692 【固定負債】

* 長期借入金 5,523 3,487 2,035 ・ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ：単体の影響 * 長期借入金 5,300 2,800 2,500 　・長期借入金：投資需要に備えた資金調達

その他 28,626 18,618 10,008 【固定負債】 その他 23,469 13,277 10,192 　・繰延税金負債（+11,727）

負債合計 194,396 163,352 31,044 主に単体の影響 負債合計 156,426 133,360 23,066 その他有価証券含み益の増加

* 有利子負債 24,834 14,019 10,814 * 有利子負債 11,717 4,982 6,734 【株主資本】

　少数株主持分 5,755 4,844 910 【株主資本】 株主資本 148,920 126,294 22,626 利益剰余金、その他有価証券含み益の増加

株主資本 196,620 167,092 29,527 利益剰余金の増加 株主資本比率 48.8% 48.6%

株主資本比率 49.6% 49.8% その他有価証券含み益の増加（主に単体の影響） 注）文章中の（ ）内の数値は増減額

注）文章中の（ ）内の数値は増減額

当事業年度 前事業年度
増減額

科目 
当連結
会計年度

前連結
会計年度

科目 

科目 
当連結

会計年度末
前連結

会計年度末
増減額 科目 当事業年度末 前事業年度末 増減額

（参考　1）



長瀬産業株式会社

業績推移および平成19年3月期 業績見通し 連結対象会社の状況

≪連結≫ （単位：百万円） 【主な新規連結子会社・持分法適用会社】 （単位：百万円／千現地通貨）

平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 区分 持分比率 資本金
実績 実績 実績 実績 予想 前年比 国内連結 　西日本長瀬㈱ 100.00% 60  染料・助剤、工業薬品、合成樹脂等の販売

売上高 503,688 533,301 575,636 648,023 694,000 107.1% 子会社 　アルファバンピングテクノロジー㈱ 75.50% 300  Ni/Au無電解メッキ法によるｳｴﾊｰﾊﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ

化成品 223,656 231,360 251,725 269,263 281,700 104.6% 海外連結 　ナガセケムテックスウーシー  接着剤・電子用ハイテク化学品の
合成樹脂 165,810 170,996 188,456 229,278 256,900 112.0% 子会社 　　　　コーポレーション  製造販売、技術サービス

電子 99,759 118,978 122,632 137,867 146,300 106.1% 　ナガセプレシジョンプラスチックス
ヘルスケァ・他 14,461 11,966 12,821 11,614 9,100 78.3% 　　　　シャンハイカンパニーリミテッド

売上総利益 51,899 53,494 61,960 67,640 73,500 108.7% 　ナガセインターナショナル  日本国外における電子関連生産事業
同上利益率 ( 10.3%) ( 10.0%) ( 10.8%) ( 10.4%) ( 10.6%) 　　　　エレクトロニクスリミテッド  の管理・運営

営業利益 8,433 10,244 13,256 17,596 21,200 120.5% 持分法  樹脂製品の用途開発ならびに
同上利益率 ( 1.7%) ( 1.9%) ( 2.3%) ( 2.7%) ( 3.1%) 適用会社  加工製品の製造販売

経常利益 11,284 13,110 15,158 18,798 22,700 120.8% 

同上利益率 ( 2.2%) ( 2.5%) ( 2.6%) ( 2.9%) ( 3.3%) 【黒字会社・赤字会社比率】 （単位：社）

当期純利益 4,186 7,010 10,384 12,892 13,600 105.5% 当連結会計年度 前連結会計年度

同上利益率 ( 0.8%) ( 1.3%) ( 1.8%) ( 2.0%) ( 2.0%) 黒字会社 赤字会社 計 黒字会社 赤字会社 計

総資産 284,800 310,793 335,290 396,773 連　 結 国　内 20 1 21 17 2 19 

株主資本 140,944 156,210 167,092 196,620 海　外 16 3 19 15 4 19 

株主資本比率 49.5% 50.3% 49.8% 49.6% 持分法 国　内 5 2 7 5 3 8 

ＲＯＥ(株主資本利益率) 2.9% 4.7% 6.4% 7.1% 海　外 1 0 1 1 0 1 

ＲＯＡ(総資産利益率) 1.4% 2.4% 3.2% 3.5% 88% 12% 100% 81% 19% 100%

1株当たり当期純利益（円） 31.72 54.69 81.00 100.33 106.27 105.9% 

負債倍率(倍) － － － 0.01 －主な黒字会社－ （単位：百万円）

連結対象会社数 38 40 47 48 57 区分 会　社　名 当期純利益

連結子会社 29 31 38 40 47 　ナガセケムテックス㈱ 1,686 　エポキシ樹脂､酵素製剤､化学工業製品の製造

持分法適用会社 9 9 9 8 10 　東拓工業㈱ 607 　合成樹脂製品の製造販売

　ナガセホンコンリミテッド 942 　輸出入、仲介貿易、市場開発、情報収集

≪単体≫ （単位：百万円） 　ナガセシンガポールリミテッド 680 　輸出入、仲介貿易、市場開発、情報収集

平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 　長瀬ランダウア㈱ 141 　放射線計測サービス
実績 実績 実績 実績 予想 前年比 　キョーラク㈱ 117 　合成樹脂製品の製造販売

売上高 418,004 433,817 442,304 473,351 488,000 103.1% 

化成品 207,693 212,173 226,360 236,320 247,800 104.9% －主な赤字会社－ （単位：百万円）

合成樹脂 122,052 118,393 116,033 127,808 133,700 104.6% 区分 当期純損失

電子 75,955 95,338 92,508 103,086 103,000 99.9% 国内連結 　アルファバンピングテクノロジー㈱ △ 50 　Ni/Au無電解メッキ法によるｳｴﾊｰﾊﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ

ヘルスケァ 12,302 7,912 7,403 6,135 3,500 57.0% 　ナガセインターナショナル
売上総利益 30,165 29,079 28,739 30,734 31,500 102.5% 　　　　エレクトロニクスリミテッド

同上利益率 ( 7.2%) ( 6.7%) ( 6.5%) ( 6.5%) ( 6.5%) 　ナガセアメリカコーポレーション △ 24 　輸出入、仲介貿易、市場開発、情報収集

営業利益 3,171 4,217 5,181 6,822 8,300 121.7% 　カナダモールドテクノロジー
同上利益率 ( 0.8%) ( 1.0%) ( 1.2%) ( 1.4%) ( 1.7%) 　　　　インコーポレーテッド

経常利益 6,671 7,663 8,502 10,329 12,500 121.0% 持 分 法 　サンデルタ㈱ △ 270 　樹脂製品の用途開発ならびに加工製品の製造販売

同上利益率 ( 1.6%) ( 1.8%) ( 1.9%) ( 2.2%) ( 2.6%) 　ギガテック㈱ △ 44 　高周波パワーアンプの設計、製造、販売

当期純利益 1,126 5,373 6,007 7,747 8,100 104.6%  ※金額は各社の純損益に当社持分を加味しております。

同上利益率 ( 0.3%) ( 1.2%) ( 1.4%) ( 1.6%) ( 1.7%)

総資産 230,052 253,810 259,654 305,347 【連結従業員数】 （単位：人）

株主資本 105,332 119,850 126,294 148,920 当連結会計年度末 増　減

株主資本比率 45.8% 47.2% 48.6% 48.8% 単体 連結 持分法 合計 単体 連結 持分法 合計

ＲＯＥ(株主資本利益率) 1.0% 4.8% 4.9% 5.6% 872 2,632 567 4,071 61 240 △ 381 △ 80 

ＲＯＡ(総資産利益率) 0.5% 2.2% 2.3% 2.7% ※増減は前連結会計年度末との比較をしております。

1株当たり当期純利益(円) 8.27 41.84 46.67 60.10 63.27 105.3% 

負債倍率(倍) － － － － 単体の状況
注１：ＲＯＥ 　＝ 当期純利益 ／｛（期首株主資本 ＋ 期末株主資本）／ 2　｝ 【株価の推移】 （単位：円）

　　　ＲＯＡ 　＝ 当期純利益 ／｛（期首総資産 ＋ 期末総資産）／ 2　｝ 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

注２：負債倍率 ＝ （有利子負債 － 現預金）／ 株主資本 最 高 650 615 981 1,179 1,630

最 低 485 495 513 782 922

終 値 510 520 948 1,075 1,582

日経平均期末終値 11,024 7,972 11,715 11,669 17,059

△ 20 　金型製造、販売及びメンテナンス

RMB  16,512 

主な事業内容

主な事業内容

　日本国外における電子関連生産事業の管理・運営

 プラスチックトレイの成形

100.00% HK$  10,000 

490 

国内連結

区分

構成比（％）

99.00% 

　サンデルタ㈱ 50.00% 

海外連結

持 分 法

海外連結 △ 46 

会　社　名

会　社　名 主な事業内容

100.00% RMB  28,970 

（参考　2）




